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Ⅲ．資料編（管内 1市２町） 
 

１．沿革 
  

長崎市 明 22.4.1市制施行 

  明 31.10.1編入 下長崎村、戸町村、淵村、上長崎村の一部 

  大 9.10.1編入 上長崎村、浦上山里村 

  昭 13.4.1編入 西浦上村、小ヶ倉村、土井首村、小榊村 

  昭 25.4.1編入 福田村の一部 

  昭 30.1.1編入 深堀村、福田村 

  昭 30.2.1編入 日見村 

  昭 37.1.1編入 茂木町、式見村 

  昭 38.4.20編入 東長崎町 

  昭 48.3.31編入 三重村 

  昭 48.4.1編入 時津町横尾地区 

  平 17.1.4編入 香焼町、伊王島町、高島町、野母崎町、三和町、外海町 

  平 18.1.4.編入 琴海町 

   

長与町 昭 44.4.1町制施行 

   

時津町 昭 26.12.1町制施行 

  昭 34.1.15編入 村松村子々川郷 

 

  



73 

 

２．財政 
管内１市２町の令和３年度の普通会計歳入額は約２，９４４億円で、県内全市町の  

３２．５％を、普通会計歳出決算額は約２，８４９億円で、県内全市町の３２．７％を占

めている。 

 
＜県市町村課 令和３年度市町村財政の概要のデータを使用して作成＞ 

 
＜県市町村課 令和３年度市町村財政の概要のデータを使用して作成＞ 
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３．人口 

 

県全体の人口の推移は、昭和３５年をピークに減少を続けており、近年は著しく減少し

ている。 

管内をみると、昭和６０年をピークに減少傾向にあり、平成２7 年と比較すると、長崎市

４．７%減、長与町４．１％減、時津町１．５％減となっている。 

 

１） 人口・世帯数の推移 

 
 

 

 
＜令和２年国勢調査のデータを使用して作成＞ 
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２） 管内年齢３区分 

 
 

 

   

 ※不詳補完値による 

＜県統計課 令和２年国勢調査人口等集計結果のデータを使用して作成＞ 
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４．産業構造 
 

管内の産業別人口を県全体と比較してみると、長崎市・長与町・時津町とも第３次産業

の占める割合が高く、また時津町は２次産業の占める割合が高くなっている。 

長崎市は古くから、外国への玄関口として発展し、歴史と伝統を持ち、造船・水産・観

光を基盤とする長崎県の中心都市である。長与・時津の両町は長崎市に隣接する商工業地

域であり、長与町は住宅都市としての都市的環境とみかんを主生産とした農村的な環境を

持ち合わせた都市と自然が調和した町である。時津町は大村湾の埋め立てによる中小企業

の誘致や郊外型大型店舗の進出により商工業が盛んである。 

また、管内の総生産額は県全体の３８．２％と３分の１以上を占めている。 

 
※不詳補完値による。 

＜県統計課 令和２年国勢調査就業状況等基本集計結果のデータを使用して作成＞ 

 
※輸入品に課される税、関税等による生産額をグラフから除いているため合計と内訳計は一致しない。 

※四捨五入のため、割合の計が 100%にならない場合がある。 

＜県統計課 令和元年度市町民経済計算のデータを使用して作成＞ 



77 

 

 

 
＜県統計課 令和元年度市町民経済計算のデータを使用して作成＞ 
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５．農林業 
 

（１）農業 

第６９次九州農林水産統計年報によると、管内１市２町の総土地面積は４５，５５３ha、

うち耕地面積は２，８２６haで、耕地率は６．２％となっており、県の土地面積４１３，

０９９ha、うち耕地面積４５，７００ha、耕地率１１．１％に比べてかなり低くなってい

る。また、管内耕地面積の内訳は、畑地の割合が８５．２％で、県全体の５４．３％に   

比べて高く、畑作農地帯といえる。 

農家数は、管内で平成２７年は３，７０５戸であったが、令和２年には３，０１７戸に

なっており、過去５年間で１８．６％減少している。県全体でも、３３，８０２戸から 

２８，２８２戸で１６．３％の減少となっている。 

 

① 耕地面積 

 
  ※面積の数値については各単位ごとに四捨五入しており、合計と内訳の計が一致しないことがある。 

＜第６９次九州農林水産統計年報（令和３～４年）のデータを使用して作成＞  

② 農 家 数 

 
＜２０２０年農林業センサスのデータを使用して作成＞           
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６．商工業 
 

（１）商業 

令和３年管内１市２町の卸・小売業は、事業所数４，４４９店舗、従業者数３５，６８

６人、年間販売額１兆１，７１２億円で、県全体に対する割合は、それぞれ３２．６％、 

３８．０％、４３．５％となっている。 

前回調査の平成２８年に比べ、事業所数９．３％減、従業者数１．２％減、年間販売額

７．６％減となっている。 

また、１事業所あたりの従業者数が８．０人、年間販売額は２億６，３００万円で、県

平均の６．９人、１億９，７００万円と比べ、従業者数・販売額ともに県平均を上回って

いる。 
 

Ｈ２８、Ｒ３商業（卸・小売業）比較表 

 
 

 
 

Ｒ３小売業中分類年間販売額                      （百万円） 

 
※「X」は非公表、「－」は該当数値なしを示す。 

＜平成２８年及び令和３年経済センサス活動調査のデータを使用して作成＞ 
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 （２）工業 

 令和３年の管内１市２町の製造出荷額等は４，６１６億１，９１４万円で、前回調査時

（令和２年）に比べて７億９，４２７万円増となっており、県全体に対する割合は３１．

５％となっている。 

 

 

主な製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）         （単位：百万円） 

 
 
※合計は、その他の分類の製造品出荷額等を含んでいるため内訳の合計と一致しない。 

※「X」は非公表を示す。 

＜県統計課 令和２年工業統計調査データを使用して作成＞ 

＜令和３年経済センサス活動調査データを使用して作成＞ 
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７．観光 

 
令和３年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大で、緊急事態宣言やまん延防止等重

点措置により行動制限があったものの、県や市町による旅行割引などの効果で、観光客延

べ数は3年ぶりに増加となった。 

長崎市においては、 緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の影響はあったものの、 

令和 3 年 10 月に開館した「長崎市恐竜博物館」が人気を博し、日帰り客数は対前年比

＋3.0%（＋4.3 万人）となり、「出島メッセ長崎」開業イベント関係の宿泊や修学旅行の

需要増により、延べ宿泊客数は対前年比＋5.5%(＋8.1 万人）となった結果、観光客延べ

数は対前年比＋2.6%(＋10.5 万人)となった。 

  

 

                       

 
＜県観光振興課 令和３年長崎県観光統計＞ 
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８．教育 
 

管内１市２町には、令和４年５月現在、小学校８２校・中学校５５校・高等学校２２校・

特別支援学校５校に、約４万８千名の児童及び生徒が在籍し、約４千名の教職員による  

教育活動が行なわれている。 

 

（１）学校数・児童生徒数・教員数 
（単位：人） 

 
＜文部科学省 令和４年度学校基本調査のデータを使用して作成＞ 

 

 

（２）進学率・就職率 

 

高等学校卒業者進路状況                       （単位：人） 

 
※就職者数には、一時的に仕事に就いた者も含む。区分は高等学校の所在地による。 

＜文部科学省 令和４年度学校基本調査のデータを使用して作成＞ 


